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【算定の考え方】
（1）基本式
「GHG排出量」＝「活動量」×「排出原単位」
「サプライチェーン排出量」
＝「Scope1排出量」＋「Scope2排出量」＋「Scope3排出量」

（2）工事積算情報を活用した活動量の取得
• GHG排出量の算定に使用する活動量は、工事積算で計上

される資材や燃料等の数量等から取得する。

【算定対象範囲】
（1）温室効果ガス 7種

• CO2（エネルギー起源、非エネルギー起源）、メタン
（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボ
ン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、六ふっ
化硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF3）

（2）組織境界
• 土木分野の建設段階が対象であるため、「自社」の組織境

界について、工事受注者及びその協力会社（以下、「元請
け等」という。）とする。

• 各建設会社等が算定する「会社としてのGHG排出量」が「自
社」を会社と捉えるのに対して、本マニュアルで算定する「建設
段階のGHG排出量」は「自社」を「元請け等」と捉えているた
め、両者の排出量の持つ意味や算定結果は異なる。

（3）地理的範囲
• 日本国内の工事を対象とする。

（4）時間的範囲
• 算定する工事の工期とする。

【算定する排出量】
（1）算定する排出量の種類

「排出削減貢献量」
＝ 「標準排出量」－「脱炭素技術適用後排出量」

（2）排出量、排出削減貢献量の活用
• 削減ポテンシャルの把握と合理的な排出削減対策の検討・

促進
• 排出削減貢献量や排出削減割合に応じた評価
• 脱炭素技術の研究・開発促進
• サプライチェーン企業等の多様な事業者と連携した排出削減

の取組み推進
• 国際社会やステークホルダー等に対する信頼性の向上 等

「標準排出量」(ベースライン)
• 発注者の積算（標準的な材料や工法を適用）を活用して

算定する排出量
「脱炭素技術適用後排出量」

• 元請け等が脱炭素や低炭素の材料・工法を適用した積算
情報を活用して算定する排出量

「排出削減貢献量」
• 脱炭素技術を適用することにより削減された排出量
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■令和6年8月版の算定マニュアルからの変更点1

該当
活動理由算定の対象対象活動Scope・

カテゴリ

あり対象建設機械の稼働等による
燃料の消費Scope1

あり対象建設機械の稼働等による
電力の消費Scope2

あり対象材料の製造Scope3-1
なし対象活動だが、土木工事では該当なし対象資本財の建設・製造Scope3-2

あり対象燃料や電力等の
調達時までの活動Scope3-3

あり対象調達物を輸送する活動Scope3-4
あり対象建設副産物の処分Scope3-5

あり※現場管理費の一部として、
便宜的にScope3-1に分類

対象
(※Scope3-6では計上せず、Scope3-1で算定)従業員の出張Scope3-6

あり※現場管理費の一部として、
便宜的にScope3-1に分類

対象
(※Scope3-7では計上せず、Scope3-1で算定)従業員の通勤Scope3-7

あり※対象
(※Scope3-8では計上せず、Scope1,2で算定)リース資産の操業Scope3-8

【算定対象範囲の見直し】
• R6年度版では算定対象外であった率計上の間接工事費（共通仮設費・現場管理費）、一般管理費等・

消費税相当額等について、全額算定対象とする。
• Scope3-6（出張）、Scope3-7（通勤）については、現場管理費の一部として、便宜的にScope3-1で

算定する。
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■令和6年8月版の算定マニュアルからの変更点2
【適用する排出原単位の見直し】

• 適用する排出原単位データベースを変更する。⇒物価調査方式原単位（tCO2eq/物量）を考案。
物価調査方式原単位（tCO2eq/物量）＝産業別原単位（tCO2eq/円）×設計単価（円/物量）

適用する排出原単位取得する活動量対象活動Scope・
カテゴリ

算定・報告・公表制度における排出係数（tCO2/ℓ）燃料使用量（ℓ）建設機械の稼働等
による燃料の消費Scope1

電気事業者別排出係数（t-CO2/kWh）電力使用量（kWh）建設機械の稼働等
による電力の消費Scope2

物価調査方式原単位（tCO2eq/物量）材料使用量材料の製造
Scope3-1

物価調査方式原単位（tCO2eq/数量）サービスの購入数量役務サービス提供

物価調査方式原単位（t-CO2eq/ℓ）Scope1における燃料の
合計使用量（ℓ）

Scope1の燃料
調達時までの活動

Scope3-3
サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出
原単位データベース（Ver.3.5）（tCO2eq/kWh）

Scope2における電力の
合計使用量（kWh）

Scope2の電力
調達時までの活動

算定・報告・公表制度における排出係数（tCO2/ℓ）燃料使用量工場製作品、建設
機械、仮設材、
材料を基地から現場
へ輸送する活動

Scope3-4
電気事業者別排出係数（t-CO2/kWh）電力使用量
国立環境研究所3EID（tCO2eq/百万円）輸送費
物価調査方式原単位（tCO2eq/物量）材料使用量
算定・報告・公表制度における排出係数（t-CO2/ℓ）燃料使用量（ℓ）

建設副産物の運搬
Scope3-5 電気事業者別排出係数（t-CO2/kWh電力使用量（kWh）

物価調査方式原単位（tCO2eq/物量）処分・リサイクル量建設副産物の処分
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■令和6年8月版の算定マニュアルからの変更点3
【物価調査方式原単位】

• 国立環境研究所「産業連関表による環境負荷原単位データベース（3EID）」に掲載されている金額ベースの
産業部門別排出原単位に設計単価（物価）を乗じて、物量ベースの排出原単位を作成する手法。

• 設計単価は、土木積算システム登録単価のほか、建設関連の物価情報誌（１０誌）の掲載単価にも対応
可能。

① 物価調査方式原単位の算定ロジック
物価調査方式原単位（tCO2eq/物量）

＝産業別原単位（tCO2eq/円）×設計単価（円/物量）

② 物価調査方式原単位に用いる物価情報
物価調査方式原単位に用いる物価情報（出版物・WEB情報・特別調査）

③ 算定マニュアル（R7改定）（原案）-3EID対応
土木分野における建設段階のGHG排出量算定マニュアル（R7改定)(原案)

第三者検証
SuMPOに依頼し、検証を実施。
（R8.2.6～8.31）

①②について
令和8年6月5日に検証結果を
公表済み

③について
令和8年9月4日に検証結果を
公表済み
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■令和6年8月版の算定マニュアルからの変更点3
【SuMPO（一般社団法人サステナブル経営推進機構）による検証】

① 物価調査方式原単位の算定ロジック
② 物価調査方式原単位に用いる物価情報
③ 算定マニュアル（R7改定）（原案）
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令和8年9月4日に検証結果を公表済み
令和8年6月5日に検証結果を公表済み
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① 物価調査方式原単位の算定ロジック ② 物価調査方式原単位に用いる物価情報○ 令和8年6月5日記者発表



■令和6年8月版の算定マニュアルからの変更点3
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③算定マニュアル（R7改定） ② 物価調査方式原単位に用いる物価情報○ 令和8年９月４日記者発表

※ 検証対象の物価情報誌を1誌追加


